
営業活動強化支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公益財団法人みやぎ産業振興機構（以下「機構」という。）が行う取 

引拡大・販路開拓促進事業実施要綱第４条に基づき実施する営業活動強化支援事業にお

いて必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 本事業は、県外の発注企業へ営業活動を行う県内ものづくり中小企業・小規模事 

業者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することにより、受注獲得の促進に寄与する 

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、「県内ものづくり中小企業・小規模事業者」とは、県内に事業 

所を有する中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小 

企業者又はそれらで構成する団体（以下「中小企業者等」という。）及び同法第２条第５ 

項に規定する小規模企業者又はそれらで構成する団体（以下「小規模事業者等」という。） 

で、県内において製品を生産・製造している者をいう。 

 

（補助金の交付対象等） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表１のとお 

りとする。 

２ 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）は、別表２のとおり 

とする。 

３ 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は別表３のとおりと 

する。 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の総額の２分の１以内とする。ただし、補助を受け 

る者が小規模企業者の場合には補助対象経費の総額の３分の２以内とする。また、その 

額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の額は１０万円を上限とする。ただし、映像資料作成

を含む場合の補助金の額は３０万円を上限とする。 

 

（交付申請書の提出） 

第６条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「補助申請者」という）は、補助対象 

事業開始前に補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添え、機構の 

理事長に提出しなければならない。ただし、交付の申請は、１年度につき２０万円（映像

資料作成を含む場合３０万円）を限度とする。 

（１）事業実施計画書（様式第 1 号別紙１） 

（２）所要額調書（様式第 1 号別紙２） 

（３）事業主体の概要がわかる資料（会社案内、パンフレット等） 



（４）暴力団排除に関する誓約書 

（５）県税に未納がないことを証する書類（納税証明書（税目：全ての県税）等） 

（６）その他関連資料（事業費積算の根拠（見積書）等） 

２ 前項の規定にかかわらず、前項第３号、第４号及び第５号に掲げる書類については、 

同一年度内に交付の決定を受けた者で、前回の申請の際に提出されている各事項の内容 

に変更のないときは、その添付を省略することができる。 

３ 申請は別に定める日までに、補助金交付申請書に関係書類を添えて理事長に提出しな 

ければならない。ただし、本補助金の当該年度における予算額に達した時点で受付けを 

終了するものとする。 

４ 補助申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付の申請をすることができな 

い。 

（１）暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団 

員等 

（２）県税に未納がある者 

 

（交付の決定） 

第７条 理事長は、前項の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容 

を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付決定を行い、交付決定通知書 

（様式第２号）を補助申請者に送付するものとする。 

２ 理事長は、第１項の通知に際して必要な条件を付すことができる。 

 

（計画変更等の承認） 

第８条 交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という）は、次の各号に該当するとき 

は、あらかじめ別記様式第３号による計画変更（中止・廃止）承認申請書を理事長に提 

出し、その承認を受けなければならない。 

（１）補助対象事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助対象事業の内容の新 

設又は廃止以外の軽微な変更であって、補助対象事業に要する経費に増額の変更を 

及ぼさない場合にあっては、この限りでない。 

（２）補助対象事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 理事長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又 

は条件を付すことができる。 

 

（補助金の支払い） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了した場合は２０日以内に事業完了報告書（様 

式第４号）に次に掲げる書類を添え、理事長に提出するものとする。 

（１）所要額精算書（様式第４号別紙１） 

（２）その他関連資料（事業経費の支払等を証明する書類の写し等） 

２ 理事長は、前項の完了報告書が提出された場合は速やかに検収し、補助金の額を確定 

するとともに、様式第５号により当該補助事業者に対し通知するものとする。 

３ 補助事業者は、前項の確定通知に対して疑義がなければ、様式第６号による請求書を 

理事長あて提出するものとし、機構は請求書を受理した日から３０日以内に支払うもの 

とする。 



（実績把握） 

第１０条 補助事業者は機構が行う本事業に係る必要な調査に対し、特段の事情がない限 

り協力しなければならない。 

 

（取り消し） 

第１１条 理事長は、補助事業者が次の各号に掲げる事項のいずれかに該当したと認めら 

れる場合は、交付決定を取り消すことができるものとする。 

（１）補助金交付申請に虚偽があった場合 

（２）補助金交付の条件に反した場合 

（３）法令違反及び公序良俗に反する行為、倒産等で補助対象事業の遂行が困難と認め 

られる場合 

（４）補助金を目的外に使用したと認められる場合 

（５）その他、本要項に定める条項に反した場合 

２ 理事長は、前項による取り消しを行った場合で、既に補助金が支払われているときは、 

補助金の全部又は一部を返還させることができるものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項については、 

別に定める。 

 

〔附 則〕 

１ この要項は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度予算に係る補助金に適 

用する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

〔附 則〕 

１ この要項は、平成３０年１０月１５日から施行する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

〔附 則〕 

１ この要項は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

〔附 則〕 

１ この要項は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

〔附 則〕 

１ この要項は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

 



〔附 則〕 

１ この要項は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

〔附 則〕 

１ この要項は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要項は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合 

に、当該補助金にも適用するものとする。 

 

 

別表１ （第４条第１項関係） 

区分 内容 

補助対象事業 機構が個別あっせん又は商談会等で紹介し 

た県外発注企業を含む発注企業への営業活 

動のための訪問 

自動車関連産業、高度電子機械産業、医療・ 

健康機器産業、航空機関産業、クリーンエ 

ネルギー等環境関連産業に関する県外での 

商談会等への参加。ただし、機構が参加料 

等を徴収するものは除く 

県外の発注企業から受注を獲得するために 

行う営業活動等において必要となる資料の 

作成 

 

別表２ （第４条第２項関係） 

区分 内容 

補助対象事業者 機構取引支援課が行う個別あっせん、商談 

会等の支援を受けて取引の獲得、拡大に取 

り組む又は取り組もうとする県内ものづく 

り中小企業・小規模事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表３ （第４条第３項関係） 

区分 種別 内容 備考 

補助対象経費 旅費 県外発注企業への営業活

動に係る訪問旅費 

訪問先発注企業の所在す 

る都道府県（目的地）まで 

の行程に応じ別表４に定 

める補助基準額とし、１回 

の訪問につき２名分を限 

度とする。 

自動車関連産業、高度電 

子機械産業、医療・健康 

機器産業、航空機関連産 

業、クリーンエネルギー 

等環境関連産業に関する 

県外での商談会等に参加 

する際の旅費 

商談会・提案会が開催され 

る都道府県（目的地）まで 

の行程に応じ別表４に定 

める補助基準額とし、１回 

の商談会・提案会につき２ 

名分を限度とする。 

 

宿泊費 県外発注企業への営業活 

動又は自動車関連産業、 

高度電子機械産業、医 

療・健康機器産業、航空 

機関連産業、クリーンエ 

ネルギー等環境関連産業 

に関する県外での商談会 

等に参加する際に必要な 

宿泊費 

１人１泊につき８，０００ 

円を補助基準額とし、１回 

あたり２名分を限度とす 

る。 

営業資料作成費 印刷製本費、消耗品費(材 

料費)、委託費 

パンフレット、ちらしな

ど。（名刺は対象外） 

映像資料作成費 委託費 企業紹介や自社技術・製品の

PR 動画作成 

その他 その他補助対象事業の実 

施に理事長が必要と認め 

る経費 

 

※ 消費税及び地方消費税を除く。 

※ 第９条で定める事業完了報告までに支払が完了する経費に限る。 

※ 旅費は、出発地が宮城県外の場合、上記に定める補助基準額（以下、 

本表において「補助基準額」という。）にかかわらず、次により算定し 

た額とする。 

（１）宮城県から出発地、目的地のいずれか遠隔地までの行程が、出 

発地から目的地までの行程を超えないときは、補助基準額に出発 

地の所在する都道府県に対応する別表４の額を加算する。 

（２）宮城県から出発地、目的地のいずれか遠隔地までの行程が、出 

発地から目的地までの行程を超えるときは、補助基準額と出発地 

の所在する都道府県に対応する別表４の額の差額とする。 



別表４ 

都道府県名 補助基準額（旅費の額） 

北海道 ５８，０００円 

青森県 ２２，０００円 

岩手県 １３，０００円 

秋田県 ２１，０００円 

宮城県      ０円 

山形県  ２，０００円 

福島県  ６，０００円 

茨城県 １９，０００円 

栃木県 １７，０００円 

群馬県 ２４，０００円 

埼玉県 ２１，０００円 

千葉県 ２３，０００円 

東京都 ２２，０００円 

神奈川県 ２３，０００円 

新潟県 ３９，０００円 

富山県 ６１，０００円 

石川県 ６４，０００円 

福井県 ６８，０００円 

山梨県 ２９，０００円 

長野県 ３３，０００円 

岐阜県 ６２，０００円 

静岡県 ３３，０００円 

愛知県 ６１，０００円 

三重県 ６４，０００円 

滋賀県 ６８，０００円 

京都府 ６７，０００円 

大阪府 ６８，０００円 

兵庫県 ６９，０００円 

奈良県 ６８，０００円 

和歌山県 ７０，０００円 

鳥取県 ８２，０００円 

島根県 ８４，０００円 

岡山県 ７６，０００円 

広島県 ８２，０００円 

山口県 ８８，０００円 

徳島県 ８３，０００円 

香川県 ７８，０００円 

愛媛県 ８６，０００円 

高知県 ８５，０００円 

福岡県 ９３，０００円 

佐賀県 ９５，０００円 

長崎県 １０３，０００円 

熊本県 １０４，０００円 

大分県 １００，０００円 

宮崎県 １０７，０００円 

鹿児島県 １１６，０００円 

沖縄県 １１５，０００円 

※ 実際に用いた交通（鉄道・船・航空・車両）手段・費用にかかわらず定額とする。  


